
 

○ 主 要 事 業 
 
 
（経営管理部） 

     ＊印は国経済対策対応分              （単位:千円） 
  

 
 

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔財政課〕 

1積立金 

 

14,884,645 

 

 

 

  

561,160 

 

14, 

323,485 

 

各基金の積立に要する経費の補正 

 1 財政調整基金積立金           6,074,499千円    

 2 県債管理基金積立金            4,291,266千円    

 3 県有施設整備基金積立金          4,518,880千円    

 

〔税務課〕 

2税交付金等 

 

4,322,000 

 

    

4,322,000 

 

市町村に対する税交付金等の補正 

 （補正前） 103,871,200千円 →（補正後） 108,193,200千円   

 1 地方消費税清算金             665,000千円    

 2 利子割交付金                  71,000千円    

 3 地方消費税交付金             734,000千円 

 4 配当割交付金               658,000千円    

 5 株式等譲渡所得割交付金         1,395,000千円    

 6 環境性能割交付金             59,000千円    

 7 法人事業税交付金             740,000千円 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
（生活文化スポーツ部） 

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔スポーツ振興課〕 

いちご一会とちぎ 

国体・とちぎ大会 

レガシー基金積立 

金 

 

1,500,000 

 

 

 

 

 

1,500,000 

 

 

 

いちご一会とちぎ国体・とちぎ大会レガシー基金の積立に要する経

費 

・目的 スポーツの振興及びスポーツを活用した地域活性化 

 

 

 

（保健福祉部） 

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明 
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔共 通〕 

1医療機関・社会福 

祉施設等エネルギ 

ー価格等高騰対策 

支援事業費 

＊ 

 

2,143,232 

 

2,143,232 

    

医療機関・社会福祉施設等における電気料金等の高騰分に対する助

成 

1 医療機関・社会福祉施設等物価高騰対策支援事業費 

1,381,789千円    

(1)医療機関等物価高騰対策支援事業費  710,628千円      

・補助額  3.5万円/床（三次救急医療機関） 

2.5万円/床（二次救急医療機関） 

1.7万円/床（病院、有床診療所） 

6.7万円/施設（無床診療所、歯科診療所、助産所） 

3.3万円/施設（訪問看護ステーション等） 

(2)保険薬局物価高騰対策支援事業費   38,212千円      

・補助額  4.1万円/施設 

(3)保護施設物価高騰対策支援事業費    1,380千円      

・補助額  ８千円/定員（救護施設）    

 



事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明 
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

      ５万円/施設（授産施設） 

(4)介護施設等物価高騰対策支援事業費  451,574千円      

・補助額  １万円/定員（入所系） 

10.1万円/施設（通所系） 

3.3万円/施設（訪問系・短期系） 

(5)障害福祉施設等物価高騰対策支援事業費 

179,201千円      

・補助額  １万円/定員（入所系） 

6.7万円/施設（通所系） 

3.3万円/施設（訪問系・相談系） 

(6)一般公衆浴場物価高騰対策支援事業費   794千円      

・補助額 15.3万円/施設（燃料費） 

2.6万円/施設（電気料） 

2 社会福祉施設等車両燃料費高騰対策事業費  166,356千円    

・対象施設 医療機関（訪問看護ステーション等）、保護施設、 

介護施設、障害福祉施設、在宅訪問薬局 

・補助額   ７千円/台（訪問利用車両） 

1.1万円/台（通所利用車両） 

 3 医療機関・社会福祉施設等食材料費高騰対策支援事業費 

      559,668千円    

(1)医療機関食材料費高騰対策支援事業費     120,615千円     

・補助額 5.5千円/床 

(2)社会福祉施設等食材料費高騰対策支援事業費 

439,053千円 

・対象施設 救護施設、介護施設、障害福祉施設 

・補助額 7.6千円/定員（入所系） 

2.6千円/定員（通所系） 

4 支給事務費                35,419千円 

 

 



事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明 
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔医療政策課〕 

2医療機関経営強化 

緊急支援事業費 

＊ 

 

1,000,000 

 

1,000,000 

    

経営状況の急変や物価高騰等により施設整備が困難となる医療機関

への給付金の支給に要する経費 

・補助率 国 10/10 

1 病床数適正化緊急支援事業費        600,000千円    

2 施設整備緊急支援事業費          400,000千円   

 

3医療機関生産性向 

上・職場環境整備 

等支援事業費 

＊ 

1,090,460 1,090,460    医療人材の確保・定着のため生産性向上等に取り組む医療機関に対

する助成 

 ・補助率   国 10/10 

 ・補助上限額 ４万円/床（病院・有床診療所） 

        18万円/施設（無床診療所、歯科診療所、訪問看護 

ステーション） 

 

〔高齢対策課〕 

4訪問介護サービス 

提供体制確保支援 

事業費 

＊ 

 

30,000 

 

20,000 

 

 

 

 

 

10,000 

 

人材確保や経営改善に取り組む訪問介護事業者に対する助成 

・補助率 10/10（国 2/3、県 1/3） 

1 訪問介護人材確保体制構築支援事業費    25,000千円    

  ・補助対象  訪問介護サービスの業務経験のない新規採用職員 

への同行支援に係るかかり増し経費 

・補助上限額 200千円/事業所 

2 訪問介護事業者経営改善支援事業費      5,000千円    

 ・補助対象  経営改善のための専門家派遣、人材・利用者確保 

のための広報及び事業の協働化等の取組に要する 

経費 

 ・補助上限額 500千円/事業所 

 

 

 



事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明 
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔高齢対策課・障害

福祉課〕 

5社会福祉施設人材 

確保・職場環境改 

善等事業費 

＊ 

 

 

1,745,000 

 

 

1,745,000 

    

 

生産性向上や更なる業務効率化、職場環境の改善に取り組む介護事

業所等に対する助成 

・補助率  国 10/10 

・補助対象 間接業務に従事する者等の募集、職場環境改善等のた 

めの研修、職員の人件費等に要する経費 

1 介護人材確保・職場環境改善等事業費   1,225,000千円    

2 障害福祉人材確保・職場環境改善等事業費  520,000千円    

〔健康増進課〕 

6災害時歯科保健医 

療提供体制整備事 

業費 

＊ 

 

19,000 

 

19,000 

    

災害時における歯科保健医療提供体制の整備に対する助成 

・事業主体 (一社)栃木県歯科医師会 

・補助率  国 10/10 

〔こども政策課〕 

7こども食堂物価高 

騰対策緊急支援事 

業費 

＊ 

 

108,080 

 

108,080 

    

こども食堂における設備導入や運営に対する助成に要する経費 

1 こども食堂物価高騰対策緊急支援事業費補助金 

105,000千円    

・補助率 10/10 

(1)設備導入費助成 

・補助対象  こども食堂の運営に必要な設備導入や備品購入 

等に要する経費 

・補助上限額 450千円/箇所 

 (2)運営費助成 

・補助対象  こども食堂の開催に必要な食材等の購入に要す 

る経費 

・補助上限額 300千円/箇所 

2 支給事務費                 3,080千円    

 



 
（環境森林部） 

      

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明 
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔気候変動対策課〕 

子育て世帯等住宅 

断熱化支援事業費 

 ＊ 

 

495,000 

 

 

495,000 

 

    

子育て世帯等によるＺＥＨ水準を満たす住宅の新築及び既存住宅の

断熱改修に対する助成に要する経費 

 1 子育て世帯等住宅断熱化支援事業費補助金  450,000千円 

(1)新築住宅 

    ・補助対象  ＺＥＨ水準を満たす断熱化に必要な材料費、設

備費、工事費 

   ・補助額   300千円/件 

  (2)既存住宅 

   ・補助対象  既存住宅の断熱化に必要な材料費、設備費、工

事費 

・補助上限額 100千円/件 

  2 受付等業務委託費             45,000千円 

 
 
（産業労働観光部） 

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明 
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔労働政策課〕 

1とちぎ中小企業賃 

上げ・業務改善促 

進事業費 

＊ 

 

4,000 

 

4,000 

    

賃上げ及び生産性の向上に取り組む中小企業者等に対する助成に要

する経費の補正 

（補正前）   30,000千円 →（補正後）   34,000千円 

・補助対象者 国の業務改善助成金を活用し賃上げ及び設備投資等 

を行う中小企業者等 

・補助率   業務改善助成金支給額の1/6以内 



事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明 
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

2とちぎ賃上げ加速 

・定着事業費 

＊ 

580,000 572,353   7,647 賃上げ及び企業内男女間格差の是正に取り組む中小企業等に対する 

助成に要する経費 

1 とちぎ賃上げ加速・定着支援金       530,000千円 

  ・支給対象者 ５％以上の賃上げ及び男女間格差是正につながる 

取組を行う中小企業等 

  ・支給額   50千円/人 

  ・支給上限額 1,000千円/事業者 

 2 支給事務費                45,000千円 

3 広報費                   5,000千円 

3とちぎ未来人材応 

援事業費 

55,138   27,638 27,500 県と地元産業界の協力による県内企業へ就職した者に対する奨学金

返還の支援に要する経費の補正 

（補正前）    5,757千円  →（補正後）   60,895千円   

・事業内容 とちぎ未来人材応援基金への積立等 

 
 
（農政部） 

     

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔生産振興課〕 

1新基本計画実装・ 

農業構造転換支援 

事業費 

＊ 

 

100,000 

 

100,000 

    

産地における共同利用施設の再編集約・合理化に対する助成 

 ・事業主体 農業協同組合、農事組合法人等 

 ・補助率  1/2 

〔畜産振興課〕 

2配合飼料価格高騰 

対策事業費 

 ＊ 

 

 

79,776 

 

79,776 

    

配合飼料価格の高騰により影響を受ける畜産農家に対する助成 

 ・補助対象 配合飼料価格安定制度において畜産農家が負担する積

立金額上昇分 

・補助額  400円/t 



 
（危機管理防災局） 

 

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔危機管理課〕 

避難所生活環境緊 

急改善事業費 

＊ 

 

46,156 

 

23,078 

   

23,078 

 

令和６年能登半島地震を踏まえた避難所の生活環境改善に要する経

費 

 1 災害派遣用トイレカー整備事業費      29,700千円 

2 避難所就寝環境改善事業費          16,456千円 

 

 
 
（教育委員会事務局） 

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔教育政策課〕 

1公立学校情報通信 

機器整備基金積立 

金 

＊ 

 

2,983,652 

 

2,983,652 

    

 公立学校情報通信機器整備基金の積立に要する経費 

・目的 公立学校における１人１台端末の計画的な整備 

  

〔高校教育課〕 

2高等学校ＤＸ加速 

化推進事業費 

＊ 

 

115,000 

 

115,000 

    

 県立高等学校におけるＩＣＴを活用した文理横断的な探究的学びの

強化に要する経費 

・事業内容 ＩＣＴ機器や高度な実習設備の整備等 

 

 
 
 



 
（共通事項） 

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

1エネルギー価格高 

騰対策指定管理者 

支援金 

＊ 

80,000 80,000    生活文化スポーツ部             32,000千円    

 保健福祉部                  2,500千円    

環境森林部                   4,500千円 

 農政部                    18,500千円 

 県土整備部                   9,500千円 

 危機管理防災局                 500千円 

 教育委員会事務局                12,500千円 

 

2公共事業費 

 

△ 

12,236,411 

△ 

6,524,521 

△ 

5,864,000 

 

△877,474 

 

1,029,584 

 

環境森林部  △ 1,262,885千円 

（経済対策分△  20,000千円 通常分△ 1,242,885千円） 

農政部    △ 1,210,607千円（通常分） 

県土整備部  △ 9,762,919千円 

（経済対策分△ 6,810,387千円 通常分△ 2,952,532千円） 

 

3直轄事業負担金 △270,708  △722,000  451,292  農政部    △   156,100千円（通常分） 

県土整備部  △   114,608千円 

（経済対策分     21,487千円 通常分△   136,095千円） 

 

4災害復旧事業費 508,463 263,497 36,000 3,419 205,547 環境森林部     43,260千円（通常分） 

農政部       64,626千円（通常分） 

県土整備部     400,577千円（通常分） 

 

 


